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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当行及びグループ各社では、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営上の最重要課題の一つとして位置付けており、以下の

「経営理念」及び「行動原理」の遵守を通じて、健全経営の堅持、地域社会の健全な発展への貢献等の実現に努めております。

また、当行は、実効的なコーポレートガバナンスの実現を通じて、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることを目的に、

コーポレートガバナンスに関する行動指針として「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」を策定し、当行ホームページに

公表しております。（http://www.minatobk.co.jp/about/pdf/corporate_governance-guideline.pdf）

＜経営理念＞

　○地域のみなさまとともに歩みます

　　　金融・情報サービスの提供を通じて、地域に貢献します

＜行動原理　（企業倫理）＞

　○銀行の公共性・社会的責任の自覚

　　　銀行はその公共的役割を自覚し、自己責任原則に基づく健全経営に徹し、その社会的使命を全うすることを

　　　もって、地域の経済・社会の安定的発展に寄与します。

　○顧客志向に徹する

　　　お客さまあっての銀行であることを常に心がけ、お客さまに誠心誠意・親切の心で接し、真摯な姿勢でニーズ

　　　に耳を傾けるとともに、正確・迅速そして顧客満足度の高い金融サービスを提供します。

　○誠実・公正な行動

　　　法令及びその精神を遵守し、社会的規範に悖ることのないよう常に誠実かつ公正な行動を行います。

　○地域社会への貢献と調和

　　　みなと銀行は「地域に貢献する」という経営理念を実現するために、地元と共に歩み地域社会に貢献するとい

　　　う考え方を大きな方針の一つとしています。

　　　また、みなと銀行は、地元に貢献するだけにとどまらず、「良き企業市民」としての理想像に近づくため、事業

　　　活動においても反社会的行為や倫理に悖る行為を排除することを行動原理とし、社会とのコミュニケーション

　　　を密にして、企業行動が社会の常識と期待に沿うよう努めます。

　○人間性尊重

　　　ゆとりと心の豊かさを大切にし、バイタリティ溢れる、働き甲斐のある企業風土を築きあげます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当行は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

　当行の「政策保有株式に関する方針」及び「政策保有株式に係る議決権行使基準」につきましては、「みなと銀行コーポレートガバナンス・

　ガイドライン」の「別紙2」にて開示しており、その内容は次の通りであります。

＜政策保有株式に関する方針＞

　（1）当行は、政策保有株式について、「地域金融機関として取引先との取引関係の維持・強化」、「取引先および当行グループの中長期的な

　　　企業価値向上」に資することを目的として、保有の合理性が認められる場合に限定的に保有する。

　（2）この政策保有株式については、リスクとリターンを踏まえた中長期的な経済合理性や将来の見通し、地域経済との関連性などを総合的

　　　に勘案して、保有の可否を判断する。

　＜政策保有株式に係る議決権行使基準＞

　（1）原則として、全ての議案に対して議決権を行使する。

　（2）政策投資先の中長期的な企業価値向上の観点から、当該企業の経営状況も勘案し、議案ごとの賛否を判断する。

　（3）利益相反の発生が懸念される場合には、利益相反管理方針に従い、対応する。

【原則1-7】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第10条「株主の利益に反する取引の防止」の項目にて、取締役、監査役及び

　主要株主等との取引について、重要な取引または定型的でない取引については、取締役会による承認を要することを規定し、開示しており

　ます。

【原則3-1】

　（i）当行は、経営理念を制定し、公表しております。詳細は、本報告書の「I．1.基本的な考え方」に記載しております。



　　　また、中期経営計画を策定し、当行ホームページに掲載しております。（http://www.minatobk.co.jp/about/mmp/）

　（ii）当行は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方や基本方針等を定めた「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」を

　　　制定し、当行ホームページにて公表しております。

　（iii）当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第26条「取締役及び監査役の報酬等」の項目にて、取締役の報酬等は、

　　　株主総会で決議された額の範囲内で、報酬委員会が公正かつ透明性をもって審議を行い、取締役会において決定することを規定し、

　　　開示しております。

　　　なお、報酬等に関する方針は、ディスクロージャー誌において、「報酬等に関する開示項目」として開示しております。

　　　　（http://www.minatobk.co.jp/shareholders/ir/disclosure/）

　（iv）当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第25条「取締役候補者及び監査役候補者の選任基準」の項目にて、

　　　取締役候補者及び監査役候補者の選任に係る方針及び手続を定めることを規定しております。本規定を受け、同ガイドラインの参考5

　　　として「取締役候補者選任基準」、参考6として「監査役候補者選任基準」を制定し、開示しております。

　（v）当行が経営陣幹部を選任し、取締役候補者及び監査役候補者の指名を行った際の、個々の指名の理由は次の通りです。

　　 （1）取締役候補者（2017年6月29日開催の当行第18期定時株主総会で取締役に選任）

　　　　・尾野俊二取締役については、当行の親会社である三井住友銀行において公共法人営業部長等を経て、平成18年に取締役兼

　　　　　専務執行役員に就任し、品質管理部門、営業部門、監査・管理部門等を担当。当行においては副頭取執行役員を経て、平成19年に

　　　　　取締役副頭取兼副頭取執行役員に就任、ＣＳ部門、営業部門、審査部門、人事部門等の担当役員を歴任。取締役としての経歴や

　　　　　実績があり、高い能力、識見を備え、当行の更なる発展に貢献することが期待できること。

　　　　・服部博明取締役については、当行の親会社である三井住友銀行において法人営業部長等を経て、平成22年に執行役員に就任し、

　　　　　法人営業本部長等を担当。当行においては副頭取執行役員を経て、平成27年に取締役副頭取兼副頭取執行役員に就任、ＣＳ部門、

　　　　　営業部門、監査部門等の担当役員を歴任。取締役としての経歴や実績があり、高い能力、識見を備え、当行の更なる発展に貢献する

　　　　　ことが期待できること。

　　　　・安国尚史取締役については、当行において、執行役員本店営業部長を経て、平成23年に常務取締役兼常務執行役員に就任、

　　　　　事務部門、審査部門、企業コンサル部門等の担当役員を歴任。取締役としての経歴や実績があり、高い能力、識見を備え、当行の

　　　　　更なる発展に貢献することが期待できること。

　　　　・大橋忠晴取締役については、経営者としての豊富な経験と幅広い識見を有していること。また、業務執行を行う経営陣からの独立性を

　　　　　有しており、一般株主と利益相反が生じるおそれはなく、同氏の経験や見識等を経営の監督に活かしていただくことが期待できること。

　　　　・髙橋亘取締役については、学識経験者として豊富な経験と幅広い識見を有していること。また、業務執行を行う経営陣からの独立性を

　　　　　有しており、一般株主と利益相反が生じるおそれはなく、同氏の経験や見識等を経営の監督に活かしていただくことが期待できること。

　　　　・武市寿一取締役については、当行の親会社である三井住友銀行において法人営業部長等を経て、平成25年に執行役員に就任し、

　　　　　法人営業本部長を担当。当行においては平成29年５月に専務執行役員に就任し営業部門を担当。三井住友銀行での法人営業本部長

　　　　　等営業部門の豊富な経験から、高い能力、識見を備え、当行の更なる発展に貢献することが期待できること。

　　　　

　　（2）監査役候補者（2017年6月29日開催の当行第18期定時株主総会で監査役に選任）

　　　　・余部信也監査役については、経営者としての豊富な経験と幅広い識見を有していること。また、業務執行を行う経営陣からの独立性を

　　　　　有しており、一般株主と利益相反が生じるおそれはなく、同氏の経験や見識等を経営の監督に活かしていただくことが期待できること。

　　　　　

　　　　・西川正彦監査役については、当行において、審査部門、法人営業部門ならびに執行役員審査管理部長の経験から、高い識見を有して

　　　　　おり、当行の経営の健全性確保に貢献することが期待できること。

【原則4-1-1】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第18条「取締役会の任務」の項目にて、取締役会は、法令及び社内規程の

　定めるところに従い、取締役会にて決定すべき事項以外の業務執行について、適切にその意思決定を業務執行取締役及び執行役員に

　委任することを規定し、開示しております。

【原則4-8】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第17条「取締役会等の体制」の項目にて、独立した社外取締役を2名以上選任

　することを規定し、開示しております。

【原則4-9】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第25条「取締役候補者及び監査役候補者の選任基準」の項目にて、社外役員

　の独立性に関する基準を定め、開示することを規定しております。本規定を受け、同ガイドラインの参考7として「社外役員の独立性に関する

　基準」を制定し、以下の通り開示しております。

　＜社外役員の独立性に関する基準＞

　当行における社外役員（社外取締役または社外監査役）が独立性を有すると判断するためには、現在または最近（※１）において、以下の

　要件の全てに該当しないことが必要である。

　（1）主要な取引先（※２）

　　　・当行を主要な取引先とする者、もしくはその者が法人等（法人その他の団体をいう。以下同じ）である場合は、その業務執行者。

　　　・当行の主要な取引先、もしくはその者が法人等である場合は、その業務執行者。

　（2）専門家

　　　・当行から役員報酬以外に、過去３年平均で、年間10百万円超の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律

　　　　専門家。

　　　・当行から、多額の金銭その他の財産（※３）を得ている法律事務所、会計事務所、コンサルティング会社等の専門サービスを提供する

　　　　法人等の一員。

　（3）寄付

　　　当行から、過去３年平均で、年間10百万円または相手方の年間売上高の２％のいずれか大きい額を超える寄付等を受ける者もしくは



　　　その業務執行者。

　（4）主要株主（※４）

　　　当行の主要株主、もしくは主要株主が法人等である場合は、その業務執行者（過去３年以内に主要株主またはその業務執行者であった

　　　者を含む）。

　（5）近親者（※５）

　　　次に掲げるいずれかの者（重要（※６）でない者を除く）の近親者

　　　・上記(1)～(4)に該当する者。

　　　・当行またはその子会社の取締役、監査役、執行役員または使用人。

　※１．「最近」の定義

　　　実質的に現在と同視できるような場合をいい、例えば、社外役員として選任する株主総会の議案の内容が決定された時点において

　　　主要な取引先であった者は、独立性を有さない

　※２．「主要な取引先」の定義

　　　・当行を主要な取引先とする者：当該者の連結売上高に占める当行宛売上高の割合が２％を超える場合

　　　・当行の主要な取引先：当行の連結総資産の１％を超える貸付を当行が行っている場合

　※３．「多額の金銭その他の財産」の定義

　　　当行から、当行の連結経常収益の0.5％を超える金銭その他の財産を得ている場合

　※４．「主要株主」の定義

　　　当行の総議決権の10％以上を保有する株主

　※５．「近親者」の定義

　　　配偶者または二親等以内の親族

　※６．「重要」である者の例

　　　・各会社の役員・部長クラスの者

　　　・会計専門家・法律専門家については、公認会計士、弁護士等の専門的な資格を有する者

【原則4-11-1】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第25条「取締役候補者及び監査役候補者の選任基準」の項目にて、取締役

　の全体としての知識、経験及び能力のバランス並びに多様性等を確保するため、取締役候補者の選任に係る方針及び手続を定めること

　を規定するとともに、同ガイドラインの参考５として「取締役候補者選任基準」を制定し、開示しております。

【原則4-11-2】

　当行は、毎年、取締役および監査役の重要な兼職の状況を「定時株主総会招集ご通知」の事業報告または参考書類に記載し、開示して

　おります。　（http://www.minatobk.co.jp/shareholders/ir/meeting/）

【原則4-11-3】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第18条「取締役会の任務」の項目にて、取締役会は、その職務の執行が

　同ガイドラインに沿って運用されているかについて、毎年、分析・評価を行い、その結果の概要を開示することとしております。

　平成28年度の取締役会については、各取締役及び各監査役による評価・意見をもとに分析・評価を行った結果、全体として概ね適切に

　運営されており、実効性は確保されていると評価しております。

　本評価結果等を活用しつつ、更なるコーポレート・ガバナンスの強化・充実を図ってまいります。

【原則4-14-2】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第24条「取締役及び監査役の支援体制・トレーニングの方針」の項目にて、

　取締役及び監査役に対し、就任時及び就任以降も継続的に、経営を監督する上で必要となる事業活動に関する情報や知識を提供する

　など、求められる役割を果たすために必要な機会を提供する等の取締役及び監査役のトレーニングの方針を規定し、開示しております。

【原則5-1】

　当行は、「みなと銀行コーポレートガバナンス・ガイドライン」の第11条「株主との対話」の項目にて、株主との建設的な対話を促進する

　ための体制整備及び取組み等に関する方針を規定し、開示しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社三井住友銀行 18,483,435 44.97

みなと銀行共栄会 3,420,200 8.32

日本生命保険相互会社 1,130,157 2.75

みなと銀行従業員持株会 932,067 2.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 908,400 2.21

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 566,191 1.37

三井住友海上火災保険株式会社 522,000 1.27



住友生命保険相互会社 520,000 1.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 477,300 1.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 372,800 0.90

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無
株式会社三井住友フィナンシャルグループ他1社　（上場：東京、名古屋、海外）　（コード）　
8316

補足説明

（１）株式会社三井住友銀行の当行への出資状況には、同行が退職給付信託の信託財産として拠出し、議決権行使の指図権を

　　留保している当行株式１６，５５０千株（発行済株式総数に対する割合４０．２７％）を含んでおります。なお株主名簿上の名義は

　　「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口）」であります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当行は株式上場企業として一定の独立性を確保しており、株式会社三井住友フィナンシャルグループ及び株式会社三井住友銀行との

商取引等に関しても、一般的な取引と同様に公正かつ適切に行うものとしております。なお、当行が株式会社三井住友フィナンシャル

グループ及び株式会社三井住友銀行と行う全ての商取引等については、担当部署によって、業務の健全性、適切性ならびに取引の

公正性確保の観点から検証する体制を定めております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

（１）親会社等のうち、当行に与える影響が最も大きいと認められる会社及びその理由について当行の親会社である株式会社三井住友

銀行は、株式会社三井住友フィナンシャルグループの完全子会社であるため、当行に与える影響が最も大きいと認められる親会社は、

株式会社三井住友フィナンシャルグループであります。

（２）親会社等の企業グループにおける当行の位置付け及び関係について

当行は株式会社三井住友フィナンシャルグループ及び株式会社三井住友銀行の連結子会社として、「資本提携」「業務提携」「人材

受入」等幅広い協力体制を構築し、グループの地域金融機関としての役割を果たしております。経営方針や営業戦略等の策定は、

同グループの経営方針を踏まえつつ、独自の判断に基づいて行なっており、株式上場企業としての一定の独立性を確保しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

大橋　忠晴 他の会社の出身者 △

高橋　亘 学者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大橋　忠晴 ○

川崎重工業株式会社相談役を兼任。

同社と当行の間において通常の銀行取引
を除き特別な利害関係はございません。

経営の客観性、中立性の確保と経営への

監視機能強化を目的に選任。

企業経営に長年携わった経験と見識を有し

ており、社外取締役に適任であると判断し

ております。

同氏は、業務執行を行う経営陣からの独立

性を有しており、一般株主と利益相反が生

じるおそれはなく、同氏の経験や見識等を

経営の監督に活かしていただくことを期待し

ております。



高橋　亘 ○ ―――

経営の客観性、中立性の確保と経営への

監視機能強化を目的に選任。

社外取締役も含め直接企業経営に関与した経
験はありませんが、学識経験者として金融に関
する豊富な経験と幅広い見識を有しており、社
外取締役に適任であると判断しております。

同氏は、業務執行を行う経営陣からの独立

性を有しており、一般株主と利益相反が生

じるおそれはなく、同氏の経験や見識等を

経営の監督に活かしていただくことを期待し

ております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

人事委員会 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

―

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 6 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は会計監査人に対し監査計画や監査結果の報告を求め、意見交換を行うとともに必要に応じ会計監査に立ち会っております。

また会計監査人の独立性や職務遂行に関する事項については、聴取を行うなど監査体制についても確認を行っております。

その他、定期的な会合により双方の意思疎通を図るなど緊密な連携を保っております。

また、監査役は内部監査部門である監査部から毎期初に監査計画の説明を受け、定期的あるいは必要に応じ監査結果や改善フォロ

ー状況について報告を受けております。

また、監査役が必要と認めた事項について監査部に監査の実施を要請することがあります。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

余部信也 他の会社の出身者

木村光利 他の会社の出身者 △



吉武準一 他の会社の出身者 △ △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

余部信也 ○ ―――

経営の客観性、中立性の確保と経営への

監視機能強化を目的に選任。

企業経営に長年携わった経験と見識を有し

ており、社外監査役に適任であると判断し

ております。

同氏は、業務執行を行う経営陣からの独立

性を有しており、一般株主と利益相反が生

じるおそれはなく、同氏の経験や見識等を

経営の監督に活かしていただくことを期待し

ております。

木村光利 ○
過去、兵庫県に勤務しておりましたが、同
県と当行との間において通常の銀行取引
を除き特別な利害関係はございません。

経営の客観性、中立性の確保と経営への

監視機能強化を目的に選任。

行政に長年携わった豊富な経験と見識を有し
ており、社外監査役に適任であると判断してお
ります。同氏は、業務執行を行う経営陣からの
独立性を有しており、一般株主と利益相反が生
じるおそれはなく、同氏の経験や見識等を経営
の監督に活かしていただくことを期待しておりま
す。

吉武準一 ○

過去、神戸市に勤務し、退職後は神戸新
交通株式会社の代表取締役社長でありま
したが、各々当行との間において、通常の
銀行取引を除き特別な利害関係はござい
ません。

神戸市へ災害用品の寄贈を行っておりま
すが、当該者の独立性に影響を及ぼす規
模・性質のものではございません。

経営の客観性、中立性の確保と経営への

監視機能強化を目的に選任。

行政に長年携わり、企業経営者や常勤監査役
などの豊富な経験と幅広い見識を有しており、
社外監査役に適任であると判断しております。
同氏は、業務執行を行う経営陣からの独立性
を有しており、一般株主と利益相反が生じるお
それはなく、同氏の経験や見識等を経営の監
督に活かしていただくことを期待しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

社外役員はすべて独立役員の資格を充たしており、独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明



当行は役員報酬制度見直しの一環として、退職慰労金を廃止する一方で、株価変動のメリットとリスクを株主の皆さまと共有することに

より、株価上昇および業績向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、株式報酬型ストックオプション制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役

該当項目に関する補足説明

株式１株当たりの行使価格を１円とするストックオプションを割り当てすることとしております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

[平成28年度]

役員区分　　　 報酬等の総額　　　基本報酬　　　　ストック・オプション

取締役　　　　　　179百万円　　 　155百万円　　　　　　24百万円

監査役　　　 　　　 38百万円　 　 　38百万円　　　　　　　　　－

社外役員　　　　　 29百万円　 　 　28百万円　　　 　 　 1百万円

（注）　連結報酬等の総額が1億円以上である者は存在いたしません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当行の取締役の報酬等は、株主総会で決議された額の範囲内で、取締役会において決定することとしております。

監査役の報酬等については、取締役の報酬等とは別体系とし、株主総会で決議された額の範囲内で、監査役の協議において決定すること

としております。

なお、同報酬額の算定方法の決定方針については定めておりません。

○取締役の報酬限度額は平成１２年６月２９日開催の定時株主総会において、報酬月額２２百万円以内と定めております。

○監査役の報酬限度額は平成１０年１２月２２日開催の臨時株主総会において、報酬月額６百万円以内と定めております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役については取締役会の事務局である企画部が、業務執行の状況等の説明、情報の伝達を必要に応じて行なっておりま

す。また、社外監査役については監査役の職務を補助する監査役室が、同様のサポートを行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（1）現状のガバナンス体制

　当行は、「経営の重要事項の決定機能及び監督機能」と「業務執行機能」を区分するため、執行役員制度を導入しております。

　これにより取締役会〔取締役８名（全員男性）、うち社外取締役２名〕の一層の活性化を図り、適切な経営意思決定を行うとともに、

　業務運営面の強化とクイックレスポンスを実現できる体制としております。取締役会の意思決定や経営会議規程に基づき、

　経営会議を原則毎週開催し、業務執行に関する重要事項の決定等を行うとともに、リスク管理に関する重要事項については、

　経営会議の一部を構成する総合リスク会議で決定を行っております。

　また、経営の客観性、中立性の確保と経営への監視機能強化を目的として、社外取締役２名、社外監査役３名を招聘しており、

　あらゆる分野について経営陣から独立した立場で審議を行うことで監督及び監査を遂行しております。社外取締役は長年の企業

　経営及び大学教授としての学識経験、社外監査役は、企業経営及び行政に携わった経験と見識に基づき、取締役会、監査役会

　においても有用な発言を行っております。なお社外役員と当行の間に特別な利害関係はなく、いずれの社外役員も独立役員として

　指定しております。

（2）内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

　当行では、他の部門から独立した内部監査組織として監査部を設置し、本部・営業店・関係会社の業務運営状況、リスク管理

　状況を検証しており、改善策等の指示や提言を行うとともに、検証結果は取締役会及び監査役に報告しております。

　また当行では、監査役制度を採用しており、監査役は５名（全員男性）で、うち３名が社外からの選任となっております。各監査役は、

　監査役会で策定された監査方針等に基づき、取締役会やその他重要な会議への出席、業務執行状況の監査を実施し、必要に

　応じて取締役に提言・勧告等を行っております。

　会計監査につきましては、有限責任あずさ監査法人と監査契約を締結し、北本敏公認会計士及び青木靖英公認会計士が指定

　有限責任社員として監査業務を執行しております。会計監査人は監査計画や監査結果を監査役に報告・意見交換するほか、

　監査部の監査結果を閲覧する等相互連携しております。

（3）監査役の機能強化に向けた取組状況



　当行は、監査役の監査業務の遂行を補助するため、平成１８年７月１日より監査役室を設置しており専担人員１名を配置して

　おります。

　役職員は、当行もしくはグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実や、不正の行為又は法令、定款に違反する重大

　な事実を発見したとき、又はその業務執行について監査役から説明を求められた時には、速やかに当該事項の報告をすることと

　しております。

　内部監査部署は、監査役と緊密な連携を保ち、監査役が自らの監査について協力を求めるときには、監査役が実効的な監査を

　行うことができるよう努めております。また代表取締役は、監査役との間で定期的な意見交換を行う機会を確保すること等により

　監査役による監査機能の実効性向上に努めております。

（4）人事委員会及び報酬委員会

　当行は、取締役会の機能を補完するため、取締役会の諮問委員会として、人事委員会及び報酬委員会を設置しております。

　○人事委員会

　　以下の事項の審議・検討を行い、その内容を取締役会に報告するものとしております。

　　・取締役候補者の選任に関する事項

　　・代表取締役・役付取締役の選定に関する事項

　　・その他取締役の人事に関する重要事項

　○報酬委員会

　　以下の事項の審議・検討を行い、その内容を取締役会に報告するものとしております。

　　・取締役・執行役員の報酬及び賞与に関する事項

　　・取締役・執行役員の新株予約権の割当に関する事項

　　・その他取締役・執行役員の報酬に関する重要事項

（5）その他各種委員会

　○コンプライアンス委員会

　　コンプライアンス委員会は、コンプライアンス重視の企業倫理確立のための諸施策をはじめ、コンプライアンス・プログラムの

　　進捗状況の確認や不祥事故等防止対策の審議・検討を目的として、原則３か月に１回開催しております。　

　○ＣＳ委員会

　　ＣＳ委員会は、地域から確固たる支持を獲得し継続的にＣS向上を図っていくため、ＣＳ改善方針の策定、ＣＳ全行目標の決定、

　　ＣＳ向上のための各種施策等の審議・検討を目的として、原則３か月に１回開催しております。

　○金融円滑化推進委員会

　　金融円滑化推進委員会は、金融円滑化への対応を協議する組織横断的な機関として設置しており、対応方針等の協議、

　　各部門における取組状況等の把握と各部門に跨る事項の調整等を目的として、原則３か月に１回開催しております。

　○地域戦略委員会

　　地域戦略委員会は、従来の「地域密着型金融推進委員会」と「CSR委員会」を発展的に統合し、平成２７年４月１日に設置

　　しました。これまでの両委員会の機能に加え、「地方版総合戦略」の策定支援・推進を目的として、原則３か月に１回開催して

　　おります。

　○システム委員会

　　システム委員会は、システムに関する情報・状況を経営陣に報告し、必要な諸施策等の審議・検討を目的とし、原則３か月に

　　１回開催しております。

　○信用リスク委員会

　　信用リスク委員会は、信用リスクの状況の把握・検証・報告、対応方針・対応策や与信ポートフォリオ管理および大口集中

　　リスク管理、運営方針の審議・検討を目的とし、原則３か月に1回開催しております。

　○ＡＬＭ委員会

　　ＡＬＭ委員会は、資産・負債に内含する市場リスク（金利リスク・為替リスク・株価リスク等）・流動性リスク（資金繰りリスク・

　　市場流動性リスク等）の一元管理を通じ、バランスシートの健全性および収益性の維持・向上と適切な運用・調達戦略等の

　　審議・検討を目的とし、原則毎月１回開催しております。

　○オペレーショナルリスク委員会

　　オペレーショナルリスク委員会は、オペレーショナルリスク（内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しない

　　こと、または外生的事象が生起することから生じる損失に係るリスク）に関する情報の分析・報告およびオペレーショナルリスク

　　削減のための必要な諸施策等の審議・検討やオペレーショナルリスクの顕在化事象の原因分析、再発防止策、顕在リスクの

　　未然防止策等の審議・検討を目的とし、原則３か月に１回開催しております。

　

　　

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当行は独立役員２名を含め取締役会を構成するとともに、独立役員３名を含む監査役会と内部監査部門が定期的に情報交換をできる

体制を整備しております。前者により、あらゆる分野において客観的かつ経営陣から独立した視点をとり入れた意思決定や業務執行に

対する監督が担保され、後者により経営陣から独立した視点をとり入れた業務執行に対する監査役の監査機能を担保できると考えて

おります。以上の理由から、当行では現状のガバナンス体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
平成２９年６月２９日開催の定時株主総会につきましては６月６日に発送するなど、早

期発送に努めております。

電磁的方法による議決権の行使
議決権の行使については、郵送（書面）によるものに加えて、インターネット（電磁的方

法）によるものを追加し、議決権行使の機会を増やしております。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知（要約）の英訳版を作成し、当行ホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催

（１）実施時期：平成２９年７月７日

（２）説明者：頭取

（３）説明内容：平成２８年度業績の概要　等

（４）参加者：取引先企業代表者等約１，０００名

あり

IR資料のホームページ掲載

（１）ＵＲＬ　http://www.minatobk.co.jp　

（２）掲載情報：ニュースリリース、適時開示資料、有価証券報告書、

会社説明会資料、第１８期定時株主総会の概要、ディスクロージャー誌、

アニュアルレポート 等

IRに関する部署（担当者）の設置
（１）ＩＲ担当部署：企画部広報室　

（２）ＩＲ担当役員：常務執行役員 織田 研二郎

（３）ＩＲ事務連絡責任者：企画部広報室長 藤井 英二

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当行では、ＣＳＲの定義を「事業を遂行する中で、1．お客さま、2．株主・市場、3．社会・

環境、4．従業員に、より高い価値を提供することを通じて、地域社会の持続的な発展に

貢献していくこと。」としております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当行の環境活動、ＣＳＲ活動についてはディスクロージャー誌やホームページ等で公表して
おり

ますが、例えば、環境負荷軽減の取組みとして環境配慮型店舗への転換、地域密着の取
組み

の一環として兵庫県内各地で開催されるお祭りなどのイベントへの協賛・参加等の取組み
を行

っております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「情報開示規程」を制定し、株主・投資家、地域社会、お客さま、従業員といった当行の

ステークホルダーが、当行の実態を正確に認識・判断できるよう、経営方針・財務内容・

業務内容について公平で積極的な情報開示の充実に努めております。



その他

【女性の活躍推進】

当行では、女性の活躍の場をさらに拡大するため、意欲や能力の高い女性が安心して活
き活きと継続的に働くことができる職場に向けた体制整備や、両立支援制度の拡充など
「仕事と家庭の両立」をバックアップするための施策に積極的に取り組んでおります。

平成25年10月に、人事部内に「ダイバーシティ推進室」を設置し、女性の活躍推進（キャリ
ア

形成、両立支援）等の企画立案・推進を行っております。

平成26年10月には、厚生労働省の「均等・両立推進企業表彰」において、職場における女
性の能力発揮を促進するための積極的な取組（ポジティブ・アクション）並びに、仕事と育児
等との

両立支援のための取組が評価され、「均等推進企業部門」及び「ファミリー・フレンドリー企
業

部門」の2部門で「都道府県労働局長奨励賞（兵庫労働局）」を同時受賞しました。また、

平成27年10月、（公財）兵庫県勤労福祉協会の平成27年度「ひょうご仕事と生活のバラン
ス

企業表彰」、平成28年3月、兵庫県等の平成27年度「ひょうご女性の活躍推進企業表彰」を

受賞しました。さらに、平成28年5月、女性活躍推進法に基づく「えるぼし」認定において、

最上位となる「3段階目」の認定マークを取得しました。

また、平成29年4月1日時点の課長以上の女性管理職は132名、管理職全体に占める比率
は19.0％となりました。今後も、将来的に当行の幹部となり得る人材の継続的な採用・育成
や、

部室長・支店長・次長・課長等の管理職への登用を積極的に行ってまいります。

女性活躍に向けた当行の主な取組につきましては、ホームページをご覧ください。

（http://www.minatobk.co.jp/about/csr/diversity.html)



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当行の健全な経営を維持していくために、内部監査体制、コンプライアンス体制、リスク管理体制等の内部

統制システム（業務の適性を確保するために必要な体制）を以下の通り定め、整備しております。

1.当行及び子会社（以下「当行グループ」という。）の役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを

　確保するための体制について

(1)当行グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、取締役会でコン

　プライアンス・マニュアル等を制定し、役職員がこれを遵守しております。

(2)当行グループにおけるコンプライアンス体制を有効に機能させることを目的として、年度ごとに、規程の

　整備や研修等、コンプライアンスに関する具体的な年間計画を取締役会で策定し、体制整備を進めてお

　ります。

(3)当行グループの会計処理の適正性及び財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制

　評価規程等を制定し、財務報告に係る内部統制について必要な体制を整備・運用するとともに、その有

　効性を評価しております。

(4)当行グループ及び当行グループの役職員による法令等の違反を早期に発見・是正することを目的として、

　内部通報制度を整備し、これを適切に運用しております。

(5)当行グループの反社会的勢力との取引を排除するための基本方針として、「反社会的勢力とは一切の

　関係を遮断する」、「不当要求はこれを拒絶し、裏取引や資金提供を行わず、必要に応じ法的対応を行う」、

　「反社会的勢力への対応は、外部専門機関と連携しつつ、組織全体として行う」等を定め、適切に管理する

　体制を整備しております。

(6)利益相反管理に関する基本方針として利益相反管理規程を制定し、お客さまの利益を不当に害すること

　がないよう、当行グループ内における利益相反を適切に管理する体制を整備しております。

(7)マネー・ローンダリング及びテロ資金の供与を防止するため、当行グループの基本方針としてマネー・ロー

　ンダリング等防止管理規程を定め、同規程に基づいた運営及び管理を行なっております。

(8)上記の実施状況を検証するため、各部署から独立した内部監査担当部署が内部監査を行い、その結果を

　取締役会、経営会議等に対して報告しております。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について

(1)取締役の職務の執行に係る情報につきましては、情報・文書管理規程等に則り、 適切な保存及び管理を

　行なっております。

3.当行グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制について

(1)当行グループの損失の危機の管理を適切に行うため、取締役会の決議によりリスク管理の基本的事項を

　リスク管理基本規程として定め、リスク管理主担当部署は同規程に則り、各種リスク管理の基本方針を策

　定しております。

(2)担当役員、各リスク管理の主担当部署及び企画部は、上記(1)において承認されたリスク管理の基本方針

　に基づいてリスク管理を行なっております。

4.当行グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について

(1)当行グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、業務計画を策定し、それ

　に基づく業務運営及び業績管理を行なっております。

(2)当行グループの各取締役が適切に職務の執行を分担すると共に、組織・職務権限等に関する規程を定め、

　これらの規程に則った適切な権限委譲を行なっております。

5.企業集団における業務の適正を確保するための体制について

(1)当行グループの業務の適正を確保するため、経営上の基本方針ならびに基本的計画を策定しております。

(2)当行グループにおける一元的なコンプライアンス体制を維持するため、コンプライアンス取組に関する関係

　会社規則を定め、同規則に則った適切な管理を行なっております。

(3)当行グループ内における取引等の公正性及び適切性を確保するため、グループ会社間の取引等に係る

　方針をグループ内取引管理規則として定め、同規則に基づいた運営及び管理を行なっております。

(4)子会社における取締役の職務執行状況を把握するため、子会社管理の基本的事項をグループ会社規程

　等として定め、これらの規程に則ったグループ会社の管理及び運営を行なっております。

(5)必要に応じて、株式会社三井住友フィナンシャルグループならびに株式会社三井住友銀行と連携して体制

　整備を行なっております。

6.監査役の職務を補助すべき使用人の体制、取締役からの独立性、監査役を補助すべき使用人に対する

　指示の実効性の確保に係る事項について

(1)監査役の職務の遂行を補助するために、監査役室を設置しております。

(2)監査役室の使用人の取締役からの独立性を確保するために、当該使用人の人事評価・異動については、

　監査役の同意を必要とすることとしております。

(3)監査役室の使用人は、専ら監査役の指示に基づき監査役の職務の執行を補助するものとしております。

7.当行グループの役職員が監査役に報告するための体制、及び、報告をしたことを理由として不利な取扱い

　を受けないことを確保するための体制等に係る事項について

(1)当行グループの役職員は、当行もしくは子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実や、不正の行為

　または法令、定款に違反する重大な事実を発見したときには、当該事実を監査役に対し報告することとして

　おります。

　また、当行グループの役職員は、その業務執行について監査役から説明を求められたときには、速やかに

　当該事項を報告することとしております。

(2)当行グループの役職員は、法令等の違反行為等を発見したときには、所属する会社の監査役、所属する会

　社にて設置する内部通報窓口のほか、株式会社三井住友フィナンシャルグループが設置する内部通報窓口

　に報告することができることとなっております。コンプライアンス担当部署は、監査役に対し、内部通報の受付・

　処理状況（株式会社三井住友フィナンシャルグループが設置する内部通報窓口に報告されたものを含む）を

　定期的に報告するとともに、経営に与える影響を考慮の上、必要と認められるとき、または、監査役から報告

　を求められたときは速やかに報告することとしております。



(3)当行グループの役職員が所属する会社の監査役及び内部通報窓口に報告したことを理由として不利な取扱

　いを受けることがないことを確保するため、各々の会社のコンプライアンス・ホットライン運用規則に不利益取

　扱いの禁止を定めております。

8.監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制に係る事項について

(1)内部監査担当部署は、監査役と緊密な連携を保ち、監査役が自らの監査について協力を求めるときには、

　監査役が実効的な監査を行うことができるよう努めております。

(2)代表取締役は、監査役との間で定期的な意見交換を行う機会を確保すること等により、監査役による監査

　機能の実効性向上に努めております。

9.監査役の職務の執行について生ずる費用の負担に係る事項について

(1)当行は毎期、監査役の要請に基づき、監査役が職務を執行するために必要な費用の予算措置を講じており

　ます。

　また、当初予算を上回る費用の発生が見込まれるため、監査役が追加の予算措置を求めた場合は、追加の

　予算措置を講じることとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当行では、当該勢力による経営活動への関与の防止や被害を防止するため以下の通り、体制を整備しております。

1.当該勢力排除に向けた基本方針について

(1)社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織全体で対応するとともに、対応する従業員

　 の安全を確保するための体制整備を図っております。

(2)反社会的勢力への対応に際し、迅速に相談、協力を得ることができるよう、平素から、警察、暴力追放運動推

　 進センター、弁護士等の外部専門機関との連携を図っております。

(3)反社会的勢力とは取引関係を含めて一切の関係をもたない、また、不当要求に対しては断固として謝絶することと

　　しております。

(4)反社会的勢力による不当要求があった場合、あらゆる法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応することと

　　しております。

(5)反社会的勢力に対しては、いかなる理由があろうと資金提供及び不適切な便宜供与は行わないこととしております。

2.当該勢力排除に向けた体制の整備状況について

　上記1.の基本方針及び具体的な対応を規定した反社会的勢力排除規程等に則り、役職員がこれを遵守して

　おります。

　また、同勢力に関する情報については、統括部署が一元管理するとともに、データベースを構築しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




